
令和４年度 第１回 

中標津町空家等対策協議会 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              日 時：令和４年６月２３日（木） 

                  午後１時３０分～ 

              場 所：中標津町役場 ３階 ３０１会議室 

 



会議次第 

 

１ 開  会 

 

２ 委嘱状の交付 

 

３ 挨  拶   中標津町 副町長  遠 藤 俊 勝  

 

４ 委員・事務局の紹介 

 

５ 会長、副会長の選出 

  中標津町空家等対策協議会 会 長 

               副会長 

 

６ 会長挨拶 

  中標津町空家等対策協議会 会 長 

 

７ 議  事 

（１）策定体制及び全体スケジュール 

 

  （２）中標津町空家等対策計画策定に向けて 

 

 

８ そ の 他 

 

９ 閉  会 

 



中標津町空家等対策計画策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成二十六年法律第百二十七号 

空家等対策の推進に関する特別措置法 （抜粋） 

（協議会） 

第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うた

めの協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市

町村の議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他

の市町村長が必要と認める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

町長 

中標津町空家等対策協議会(法第７条第２項) 

・町長 

・学識経験者 

・町議会議員 

・全町内会連合会 

・弁護士 

・北海道建築士会中標津支部 

・不動産業 

・中標津町社会福祉協議会 

・中標津警察署 

議会 
報告・協議 

空家対策庁内推進会議 

（庁内関係課長で組織） 

事務局 

（都市住宅課） 

 

意見募集 

（パブリックコメント） 

連携・調整 

連携・調整 
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○中標津町空家等対策協議会設置要綱 

令和４年４月１日要綱第29号 

中標津町長 西 村  穣 

中標津町空家等対策協議会設置要綱 

（設置） 

第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号。以下「法」という。）

第６条第１項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施にあたり必要な事項を

協議するため、法第７条第１項の規定に基づき、中標津町空家等対策協議会（以下、「協議

会」という。）を置く。 

（協議事項） 

第２条 協議会は、次の各号に掲げる事項について協議するものとする。 

(１) 空家等対策計画の作成及び変更に関すること。 

(２) 法第２条第２項に規定する特定空家等に対する措置の方針並びに実施に関すること。 

(３) 法第12条に規定する所有者等による空家等の適切な管理の促進に関すること。 

(４) その他空家等に関する施策の推進に関すること。 

（組織） 

第３条 協議会は15人以内で組織する。 

２ 委員は、町長のほか法第７条第２項に規定する者のうちから町長が委嘱する。 

３ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間

とする。 

（会長及び副会長） 

第４条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定めるものとする。 

２ 会長は協議会の会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職務を代理す

る。 

（会議） 

第５条 協議会は会長が招集し、会長が会議の議長となる。 

２ 協議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 前項の規定にかかわらず、会長は緊急の必要があり協議会の会議を招集する暇がない場

合、その他やむを得ない理由がある場合は、議事の概要を記載した書面等を委員に送付し、

期日を指定した書面で意見を聴き、又は賛否を問い協議会の会議に代えることができる。 

４ 書面による協議は、書面により回答した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

会長の決するところによる。 

（守秘義務） 

第６条 委員は職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（庶務） 

第７条 協議会の庶務は、都市住宅課において行う。 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は協議会が別に定

める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 
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空家等対策推進に関する特別措置法の施行状況（R3.3.31 時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．空家等対策計画の策定状況（北海道） 

空家等対策計画の策定状況 法定協議会の設置状況 

策定済み 策定予定 時期未定 策定予定なし 設置済み 設置予定 時期未定 設置予定なし 

１１０(61.5%) ３４ １５ ２０ ７４(41.3％) １０ ２４ ７１ 
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中標津町空家等対策計画策定スケジュール（予定） 

 

令和４年度 
令和４年 令和５年 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

委託業務期間 
            

空家等対策協議会   ①6/23  ②   ③   ④  

都市計画審議会    ①    ②     

景観審議会    ①    ②     

議会・委員会        委   委  

町民ワークショップ     ○        

庁内推進会議   ①6/16  ②   ③  ④   

パブリックコメント         
 

   

計画素案作成  
 

          

計画案作成        
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